
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

282

地方公共団体による目的を持った運動・スポーツの実施に関するモデル
の創出を支援し、地域での実践モデルの推進を図るため。

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

本事業の目的や課題を踏まえ、地方公共団体において連携体制を構築し、住民のスポーツ実施を促進する次の取組を支援する。
Ａ）医療と連携した地域におけるリスクに応じた運動・スポーツの取組
Ｂ）要介護状態からの改善者を含めた、介護予防を目指した地域における運動・スポーツの習慣化の取組
C）障害の有る人が、ない人と一体になった形での運動・スポーツの習慣化の取組
D)無関心層に対する地域における運動・スポーツの実施・継続化に係る取組（ターゲットは、ア． 女性、イ．働く世代、ウ．障害者）
E）新しい生活様式における運動・スポーツの習慣化の取組

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 150 162 193

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

180 190 272 286 324

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 180 190 272 286 324

- - -

https://www.mext.go.jp/sports/content/20220225-spt_kensport01-000020852_7.pdf

平成27年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0360

文部科学省

政策 11　スポーツの振興

事業の目的
（5行程度以内）

第３期スポーツ基本計画では、国民のスポーツ実施率を向上させ、日々の生活の中で一人一人がスポーツの価値を享受できる社会を構築するという目標を掲げ、
20歳以上の週１回以上のスポーツ実施率が70％になることを目指している。
本事業では、地方公共団体が、スポーツ主管課と教育・福祉主管課等で連携し、地域のスポーツ団体やスポーツ施設、総合型クラブ等及び、医療機関・福祉施設
等の関係者の連携体制を構築して住民のスポーツ実施を促進する取組を支援するものである。

健康スポーツ課
健康スポーツ課長
和田訓						

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
スポーツ基本法第6条、7条、21条、22条

関係する
計画、通知等

第３期スポーツ基本計画（令和４年３月25日策定）

事業名 スポーツによる地域活性化推進事業（運動・スポーツ習慣化促進事業） 担当部局庁 スポーツ庁 作成責任者

事業開始年度

施策
11-1 東京大会を契機とした共生社会の実現、多様な主体によるスポーツ参
画の実現

政策体系・評価書URL

主要経費 教育振興助成費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20221215-mxt_kanseisk01-000026547-
33.pdf

事業概要URL
https://www.mext.go.jp/sports/content/20220225-spt_kensport01-000020852_6.pdf

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 286

321

71%

執行率（％）
=(G)/(F)

83% 85% 71%

スポーツ振興費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
83%

主な増減理由（・要望額・予備費）

85%

令和6年度要求

(目)

(目)

3

　

　

　

(目)

1 1

▲ 1

3

地方スポーツ振興費等補助金

庁費

職員旅費

その他

324

運動・スポーツをする際に何らかの制限や配慮が必要な方々を含め、誰もが身近な地域で安全かつ効果的な運動・スポーツを日常的に実施するためには、地方
公共団体において、スポーツ主管課と教育・福祉主管課等で連携し、地域のスポーツ団体やスポーツ施設、総合型クラブ等及び、医療機関・福祉施設等の関係者
の連携体制を構築することが重要である。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-26 36

成果実績

69.7

目標値 ％ 85

88.8 82

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

26

本事業に参画した自治体においては、行政内や地域の関係団体が一体となって取組を実施することができる連携・協同体制が整い、住民のスポーツ実施を促進
する取り組みが効果的・効率的に行われ、本事業参加者のスポーツ実施率向上に繋がると考えられる。このため、「本事業参加者の週１回以上のスポーツ実施率
の向上」を短期アウトカムとして設定した。

-

74.7％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

24

-

-

-

本事業参画自治体数が増加し、行政内や地域の関係団体が一体となって取組を実施することができる連携・協同体制が構築された自治体数が増加するとともに、
本事業参加者の週１回以上のスポーツ実施率が向上することは、国全体における20歳以上の週１回以上のスポーツ実施率の向上に繋がると考えられるため、
「20歳以上の週１回以上のスポーツ実施率の向上」を長期アウトカムとして設定した。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

成果実績については、本事業に参画した自治体から提出された事業報告書の調査結果を踏まえて記載。

令和2年度 令和3年度

86.8

8 年度

20歳以上の週１回以上のスポーツ実施
率の向上

20歳以上の週１回以上のス
ポーツ実施率

達成度

単位 令和2年度

92.2

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

本事業参画自治体数の増加 本事業参画自治体数
活動実績

年度

85 85

定量的な成果指標 単位

％ 25

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み ％

- -

34

活動目標 活動指標

25

達成度 ％

本事業参加者の週1回以上のスポーツ
実施率の向上

本事業参加者の週１回以上
のスポーツ実施率

成果実績 ％ 73.7 75.5

86.7

国民のスポーツ実施率を向上させ、日々の生活の中で一人一人がスポーツの価値を享受できる社会を構築するため、地方公共団体が、スポーツ主管課と教育・
福祉主管課等で連携し、地域のスポーツ団体やスポーツ施設、総合型クラブ等及び、医療機関・福祉施設等の関係者の連携体制を構築して住民のスポーツ実施
を促進する取組を支援する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「スポーツの実施状況等に関する世論調査」（スポーツ庁）

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

70

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ 59.9 56.4 52.3

目標値 ％ 65 65 70



第３期スポーツ基本計画

P.28

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

https://www.mext.go.jp/sports/content/000021299_20220316_3.pdf

活動内容②
（アクティビティ）

国民のスポーツ実施率を向上させ、日々の生活の中で一人一人がスポーツの価値を享受できる社会を構築するため、地方公共団体が、スポーツ主管課と教育・
福祉主管課等で連携し、地域のスポーツ団体やスポーツ施設、総合型クラブ等及び、医療機関・福祉施設等の関係者の連携体制を構築して住民のスポーツ実施
を促進する取組を支援する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

本事業参画自治体数の増加 本事業参画自治体数
活動実績 ％ 24 25 26 - -

当初見込み ％ 25 26 36 34 -

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

本事業に参画した自治体においては、行政内や地域の関係団体が一体となって取組を実施することができる連携・協同体制が整い、住民のスポーツ実施を促進
する取り組みが効果的・効率的に行われ、本事業参加者のスポーツ継続意欲の向上に繋がると考えられる。このため、「本事業参加者のスポーツ継続意欲の向
上」を短期アウトカムとして設定した。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

- 年度

本事業参加者のスポーツ継続意欲の
向上

本事業参加者のスポーツ継
続意欲

成果実績 ％ 88.5 87.9 84.2 -

目標値 ％ 95 95 95 -

達成度 ％ 97.4 92.5 88.6 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

成果実績については、本事業に参画した地方公共団体から提出された事業報告書の調査結果を踏まえて記載。

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

本事業参画自治体数が増加し、行政内や地域の関係団体が一体となって取組を実施することができる連携・協同体制が構築された自治体数が増加するとともに、
本事業参加者のスポーツ継続意欲が向上することは、国全体における20歳以上の週１回以上のスポーツ実施率の向上に繋がると考えられるため、「20歳以上の
週１回以上のスポーツ実施率の向上」を長期アウトカムとして設定した。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「スポーツの実施状況等に関する世論調査」（スポーツ庁）

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

8 年度

20歳以上の週１回以上のスポーツ実施
率の向上

20歳以上の週１回以上のス
ポーツ実施率

59.9 56.4 52.3 -

目標値 ％ 65 65 70 70

達成度 ％ 92.2 86.8 74.7 -

成果実績 ％

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和9年度実施)

-

点検結果

・本事業は、多様な主体におけるスポーツの機会創出、及びスポーツを通じた健康増進を図
るものであり、スポーツ基本計画に沿った国が実施する政策優先度の高い事業となってい
る。
・当該事業の執行状況に係る点検方法については、交付決定時に補助事業者の事業計画
書に問題がないかを確認するとともに、額の確定時にも補助事業者の実績報告書をもとに、
支出等が適正なものとなっているか書類等により確認を行っている。
・事業成果については、地方公共団体の経費の一部を補助することにより、地域におけるス
ポーツの振興並びに、スポーツによる地域活性化が図られていると考える。

この事業は、外部有識者の所見のとおり、成果目標は設定されているものの、事業目的の達成につながるのか不明確であるため、引き続き事業目的の明確化及
び成果指標の見直しの工夫をすべきである。また事業内容についても目標の達成が果たされるよう一層の工夫をすべきである。

外部有識者の所見

事業目的の達成に向けて、自治体が実施する事業の取り組みとの関係性が不明確なので再度検証する必要がある。長期アウトカムとして、「２０歳以上のスポーツ実施率」を掲げている
が、事業規模からすると当該事業の成果が及ぼす影響とはいえないのではないか。短期アウトカムのアンケートによる意欲についても同様で、より事業の成果を適切に測れる指標をを設定

0326

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0296

-

-

令和2年度 文部科学省 0300

0326

令和4年度 2022 文科 21

・本事業の実施に当たっては、より効果的・効率的な事業となるよう、引き続き事業計画書や実績報告書の内容を精査することが重要である。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 306

平成29年度 307

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 -

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

所見を踏まえ、事業目標を明確化と成果指標の見直しを検討する。

事業内容の一部改善

年度内に改善を検討

新27-0030

平成30年度 303

平成23年度 -

平成26年度 -

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善



　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 10 計

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費
①運動・スポーツ習慣化促進事業に関する評価業務
②個別処方型運動プログラム

10

スポーツ庁

193百万円

スポーツを通じた健康増進の意識の醸成や運

動・スポーツへの興味・関心を喚起する取組な

どの事業に必要な経費の一部を補助する。

【補助金等交付】

A 地方公共団体（全26団体）

191百万円

地域内のスポーツを通じた健康増進に関する施策を持続

可能な取組とするため、行政内や域内の関係団体（大学、

医療機関、民間事業者、スポーツ団体、健康関連団体

等）から構成する実行委員会等の開催及び「医療と連携

した地域におけるリスクに応じた運動・スポーツの取

組」「要介護状態からの改善者を含めた、介護予防を目

指した地域における運動・スポーツの習慣化の取組」

「障害の有る人が、ない人と一体になった形での運動・

スポーツの習慣化の取組」「無関心層に対する地域にお

ける運動・スポーツの実施・継続化に係る取組（ター

ゲットは、ア． 女性、イ．働く世代、ウ．障害者）」

「新しい生活様式における運動・スポーツの習慣化の取

組」を実施する。

庁費２百万円を含む



支出先上位１０者リスト

A.

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

- - -10 熊本県合志市 9000020432164
運動・スポーツ習慣化促進事
業

9 補助金等交付

-

9 宮城県仙台市 8000020041009
運動・スポーツ習慣化促進事
業

9 補助金等交付 - - -

- -

8 愛知県大府市 5000020232238
運動・スポーツ習慣化促進事
業

9 補助金等交付 - -

- - -

7 大阪府阪南市 1000020272329
運動・スポーツ習慣化促進事
業

9 補助金等交付 -

6 兵庫県加西市 4000020282201
運動・スポーツ習慣化促進事
業

9 補助金等交付

-

5 群馬県嬬恋村 4000020104256
運動・スポーツ習慣化促進事
業

10 補助金等交付 - - -

- -

4 北海道小清水町 8000020015474
運動・スポーツ習慣化促進事
業

10 補助金等交付 - -

- - -

3 埼玉県美里町 7000020113816
運動・スポーツ習慣化促進事
業

10 補助金等交付 -

2 熊本県あさぎり町 4000020435147
運動・スポーツ習慣化促進事
業

10 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 福岡県飯塚市 8000020402052
運動・スポーツ習慣化促進事
業

10 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率


	行政事業レビューシート

